
（平成２２年１１月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認長崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

長崎国民年金 事案 691 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの国民

年金保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年 10 月から 56 年３月まで 

          ② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

私は、昭和 54 年１月に国民年金に任意加入し、加入手続と同時に付

加保険料納付の申出も行い、60 年４月に厚生年金保険に加入するまで

は、定額保険料と付加保険料を納付していた。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間①についてはすべ

て未納、申立期間②については付加保険料のみが未納となっており納得

できない。 

申立期間①を定額保険料と付加保険料納付済期間、申立期間②を付加

保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①を除き、国民年金加入期間について未納が無く、

昭和 54 年１月 26 日に国民年金に任意加入と同時に、付加保険料納付の申

出も行い、申立期間を除く任意加入期間についてはすべて付加保険料を納

付している。 

また、申立期間①の前後の国民年金加入期間は、申立期間②を除き、定

額保険料と付加保険料を納付しており、申立期間を通じて申立人の夫の仕

事等に変化は無い上、申立人の夫に係るオンライン記録、被保険者記録

（特殊台帳）及びＡ市の国民年金被保険者名簿から、申立人の夫の昭和

40 年６月から 46 年３月まで及び 47 年４月から同年６月までの 73 月分の

国民年金保険料を申立期間①中の 55 年６月 30 日に特例納付していること

が確認できることを踏まえると、申立期間①当時、申立人が申立期間①に



                      

  

係る国民年金保険料を納付できなかったとは考え難い。 

さらに、国民年金の特殊台帳において、昭和 55 年度の納付記録欄には、

当初、「年度完納」及び「○付 12」と記載されたものが、特段の理由の記

載や訂正印も無く二重線で抹消され、「00 00」に訂正されていることが

確認でき、適切な事務処理が行われていなかった可能性がうかがわれる。 

一方、申立期間②については、オンライン記録によれば、昭和 60 年 10

月９日に過年度納付書が作成された記録が確認できること、及びＡ市の国

民年金被保険者名簿の当該期間の記録欄には、「定」の文字及び

「60.12.25」というゴム印が押されていることから、当該期間については、

同年 12 月 25 日に定額保険料を納付したことが推認できる上、制度上、付

加保険料は、定額保険料の納付期限までに納付しなかったときは、付加保

険料を納付する者でなくなる申出をしたものとみなすとされていること、

及び日本年金機構事務センターは、「過年度納付の場合は、定額保険料の

みの納付書しか送付されなかった。」と回答していることを踏まえると、

申立人が、申立期間②の国民年金付加保険料を納付できなかったと考える

のが自然である。 

また、申立人が、申立期間②において、国民年金付加保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年

金付加保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの国民年金保険料を付加保険料を含め

て納付していたものと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 699 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められることから、申立期間①の標準報酬月額に係る記録について、平成

19 年２月は 14 万 2,000 円、同年３月は 15 万円に訂正することが必要であ

る。 

  また、申立期間②については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

年金額の計算の基礎とはならない記録とされているが、申立人は、申立期

間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人のＡ社における資格喪失

日に係る記録を平成 19 年 12 月１日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額

に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料（申立期間①

については、訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 61 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 19 年２月１日から同年４月１日まで 

② 平成 19 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

私は、平成 18 年１月にＡ社に入社し、19 年 11 月に退職した。厚生年

金保険には同年１月に加入したが、私のＡ社に係る厚生年金保険の被保

険者記録によると、同年２月分と３月分の標準報酬月額が、当時、実際

に受け取っていた給与額より低くなっているので、申立期間①の標準報

酬月額を実際の給与額に見合う額に訂正してほしい。 

また、Ａ社に係る被保険者資格喪失日が退職日と同じ平成 19 年 11 月

30日となっており、同年 11月が被保険者期間に算入されていないので、

申立期間②を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

申立期間①については、申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違に

ついて申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額に基づく標準報酬月額又は申立人の報酬月額に基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定し、記録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準報酬月額については、Ａ社から提出

されたＡ社に係る申立人の平成 19 年分給与明細リストにより確認できる

報酬月額及び保険料控除額から、同年２月は 14 万 2,000 円、同年３月は

15 万円とすることが必要である。 

申立期間②については、Ａ社は、年金事務所に対し、平成 22 年２月 25

日付けで、申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届(訂

正)を提出しているが、この時点では、政府が保険料を徴収する権利は時効

により消滅していることから、厚生年金保険法第 75 条の規定により、申立

期間②は年金額の計算の基礎となる被保険者期間にはならないとされてい

る。 

しかしながら、Ａ社から提出された申立人に係る在職証明書、出勤簿、

平成 19 年分の給与明細リスト及び同年 11 月分の給料明細書により、申立

人が、申立期間②において、Ａ社に勤務し、同年 11 月分の厚生年金保険料

を給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、申立期間①については、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険

厚生年金保険被保険者資格取得届および標準報酬決定通知書により、Ａ社

は、申立人の資格取得時の報酬月額を 13 万円（標準報酬月額は、13 万 4，

000 円）として届出を行っていることが確認できる上、申立期間②につい

ては、年金事務所から提出されたＡ社の申立人に係る健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失届（訂正）により、Ａ社は申立人の申立期間②に係る

厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に申立人のＡ社に

係る被保険者資格喪失日を訂正する旨の届出を行ったことが確認できるほ

か、Ａ社は、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料（申立期間

①については、訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所(当時)は、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 35 年７月１日に、資格喪失日に係る記録を 36 年５月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額については、35 年７月から同年 11 月ま

での期間を 7,000 円、同年 12 月を１万円、36 年１月から同年３月までの

期間を１万 2,000 円、同年４月を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から 36 年５月１日まで 

私は、昭和 35 年７月１日にＡ社の中にあったＢ社に入社し、37 年６

月 30 日まで継続して勤務していたのに、私の厚生年金保険の加入記録が

36 年５月１日からとなっていることに納得できない。 

私が所持している給料支払明細書でも、申立期間の厚生年金保険料が

給与から控除されていることが確認できる。 

勤務している間に工場がＣ市からＤ市に移転し、社名がＥ社に変わっ

たが、仕事の内容等に変化は無く、継続して勤務していたことは間違い

ないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された昭和 35 年７月分から 37 年６月分までの給料支払

明細書を見ると、申立期間において、申立人の給与から厚生年金保険料が

控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社に勤務していた親類の者の紹介でＣ市にあったＢ

社に入社した。」としているものの、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、当該親類の者、申立人が一緒に仕事をしていたとする上

司及び同僚５人は、いずれも、申立人が入社したとする日よりも前に、Ａ



                      

  

社において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる上、

当該上司及び事情を聴取できた同僚１人は、「申立人は、私がＡ社に入社し

て２か月から３か月ぐらい後に入社し、一緒に同じ仕事をしていた。Ｃ市

からＤ市に工場が移転したときにも一緒であった。」としている。 

さらに、申立人から提出された給料支払明細書を見ると、昭和 35 年７月

分から 36 年４月分までについては、事業所名は記載されていないものの、

その様式等は、同年５月分以降の「Ｅ社」と記載されたものと同様である

上、申立人は、「勤務している間は会社の寮に入居していた。」としている

ところ、35 年 10 月分から 36 年４月分までの給料支払明細書において、同

額の寮費（一部、「食費」と記載されているが、その額から「寮費」と推認）

が給与から控除されているほか、前述の上司は、「Ｄ市に移転し、社名をＥ

社に変更してからは、私も給与計算等の事務を一部担当していたが、Ｃ市

に事業所があったときには、給与事務などの一切の事務をＡ社が行ってい

た。」としているところ、当該期間における給料支払明細書において、「係

員」の欄に当該上司の氏名が押印されている（昭和 35 年８月分、同年 11

月分及び同年 12 月分については空欄）ことを踏まえると、申立人は、Ｂ社

の社員として勤務していたとしているものの、申立期間においては、Ａ社

に勤務し、Ａ社から支払われた給与から厚生年金保険料が控除されていた

ものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控

除額から、昭和 35 年７月から同年 11 月までの期間を 7,000 円、同年 12

月を１万円、36 年 1 月から同年３月までの期間を１万 2,000 円、同年４月

を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当

時の役員及び事務担当者も死亡していることから事情を聴取することがで

きないが、申立期間に行われるべき事業主による資格の取得届及び喪失届

のいずれの機会においても、社会保険事務所（当時）が記録の処理を誤る

とは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失

に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和 35 年７月から 36 年４月までの保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 19 年８月３日は 24 万円、同年 12

月 20 日は 23 万 4,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 19 年８月３日 

          ② 平成 19 年 12 月 20 日 

Ａ社において、申立期間において支給された各賞与から、厚生年金保

険料が控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、

当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額に係る記録が確認できないことについ

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額に基づく標準賞与額又は申立人の賞与額に基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された平

成 19 年給料台帳の写しにより確認できる賞与額及び保険料控除額から、平

成 19 年８月３日は 24 万円、同年 12 月 20 日は 23 万 4,000 円に訂正するこ

とが必要である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したこと

が確認できる上、当該保険料を納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 19 年８月３日は 18 万 5,000 円、

同年 12 月 20 日は９万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 19 年８月３日 

          ② 平成 19 年 12 月 20 日 

Ａ社において、申立期間において支給された各賞与から、厚生年金保

険料が控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、

当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額に係る記録が確認できないことについ

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額に基づく標準賞与額又は申立人の賞与額に基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された平

成 19 年給料台帳の写しにより確認できる賞与額及び保険料控除額から、平

成 19 年８月３日は 18 万 5,000 円、同年 12 月 20 日は９万 5,000 円に訂正

することが必要である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したこと

が確認できる上、当該保険料を納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 19 年８月３日は 21 万 5,000 円、

同年 12 月 20 日は 19 万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 19 年８月３日 

          ② 平成 19 年 12 月 20 日 

Ａ社において、申立期間において支給された各賞与から、厚生年金保

険料が控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、

当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額に係る記録が確認できないことについ

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額に基づく標準賞与額又は申立人の賞与額に基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された平

成 19 年給料台帳の写しにより確認できる賞与額及び保険料控除額から、平

成 19 年８月３日は 21 万 5,000 円、同年 12 月 20 日は 19 万 5,000 円に訂正

することが必要である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したこと

が確認できる上、当該保険料を納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 19 年８月３日は 21 万円、同年 12

月 20 日は 19 万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 19 年８月３日 

          ② 平成 19 年 12 月 20 日 

Ａ社において、申立期間において支給された各賞与から、厚生年金保

険料が控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、

当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額に係る記録が確認できないことについ

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額に基づく標準賞与額又は申立人の賞与額に基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された平

成 19 年給料台帳の写しにより確認できる賞与額及び保険料控除額から、平

成 19 年８月３日は 21 万円、同年 12 月 20 日は 19 万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したこと

が確認できる上、当該保険料を納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を５万 6,000 円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 20 日 

Ａ社において、申立期間において支給された賞与から、厚生年金保険

料が控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、

当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額に係る記録が確認できないことについ

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額に基づく標準賞与額又は申立人の賞与額に基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の適否を判断することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された平

成 19 年給料台帳の写しにより確認できる賞与額及び保険料控除額から、５

万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に



                      

  

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したこと

が確認できる上、当該保険料を納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に

係る記録を昭和 48 年６月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を６万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②のうち、昭和 48 年６月１日から同年７月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められるこ

とから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を６万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る当該標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年５月 31 日から同年６月１日まで 

② 昭和 48 年６月１日から 49 年８月１日まで 

申立期間①については、昭和 48 年５月 31 日に、当時私が勤務してい

たＡ社がＢ社（現在は、Ｃ社）と合併したため、私も翌日付けでＢ社の

社員となったが、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年５

月 31 日となっており、同年５月が被保険者期間となっていない。 

私がＡ社に昭和 48 年５月 31 日まで勤務していたことは間違いないの

で、申立期間①を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

申立期間②については、Ｂ社における申立期間②に係る標準報酬月額

が実際に受け取っていた給与額よりも低くなっている。 

申立期間②において、職務内容及び勤務地が変わることはなく、給与

も年１回昇給していたことは間違いないので、申立期間②における標準

報酬月額を実際に受け取っていた給与額に見合う標準報酬月額に訂正し



                      

  

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録上、Ａ社は、昭和 48 年５月 31

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間①において

は適用事業所ではないことが確認できる。 

しかし、閉鎖登記簿によると、Ａ社は、昭和 48 年５月 31 日に解散して

いることが確認できる上、Ｃ社から提出された賃金台帳の写しによると、

事業所名は記載されていないものの、申立人に対して、同年６月分の給与

として、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる期間を含む同

年５月 21 日から同年６月 20 日までの給与が併せて支払われており、当該

給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申

立人は、申立期間①において、Ａ社に勤務し、事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたものと認められる。 

なお、オンライン記録上、昭和 48 年５月 31 日付けでＡ社に係る厚生年

金保険被保険者資格を喪失している５人（申立人を含む。）全員が同年６月

１日にＢ社に係る被保険者資格を取得していることが確認できる上、Ｃ社

から提出された賃金台帳の写しのうち、「48 年度６月分給料計算書」によ

ると、当該５人に給与が支給されていることが確認できることから、業種

及び従業員数から見て、Ａ社は、申立期間①において、当時の厚生年金保

険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと推認される。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ｃ社から提出された賃金

台帳の写しにより確認できる保険料控除額から、６万円とすることが必要

である。 

なお、申立期間①において、事業主が申立人に係る保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、前述のとおり、Ａ社は既に厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は既に死亡しているため、

これを確認することはできないが、申立期間①において、Ａ社は厚生年金

保険の適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所（当時）に

適用事業所ではなくなる届出を行ったと認められることから、事業主は、

申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

申立期間②については、申立人は、申立期間②に係る標準報酬月額の相

違について申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額に基づく標準報酬月額又は申立人の報酬月額に基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定し、記録訂正の適否を判断することとなる。 



                      

  

したがって、申立期間②のうち、昭和 48 年６月１日から同年７月１日ま

での期間に係る標準報酬月額については、Ｃ社から提出された賃金台帳の

写しにより確認できる保険料控除額から、６万円とすることが必要である。 

なお、当該期間において、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ｃ社は、「当時の資料は保管していないため、

申立てどおりの届出及び保険料納付を行ったかどうかは不明である。」とし

ており、これを確認することができず、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無く、行ったと

は認められない。 

一方、申立期間②のうち、昭和48年７月１日から49年８月１日までの期

間については、Ｃ社から提出された賃金台帳の写しにより、オンライン記

録どおりの標準報酬月額に基づき算定された厚生年金保険料が給与から控

除されていたことが確認できる上、Ｂ社に係る申立人の健康保険厚生年金

保険被保険者原票及びオンライン記録を見ても、申立人の標準報酬月額に

ついて、不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②のうち、昭和48年７月１日か

ら49年８月１日までの期間については、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 12 年７月１日から同年８月１日までの期間及び

15 年４月１日から同年８月１日までの期間に係る標準報酬月額について

は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められることから、申立期間のうち、12 年

７月の標準報酬月額に係る記録を 26 万円、15 年４月から同年７月までの

期間の標準報酬月額に係る記録を 22 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 12 年７月１日から 18 年２月１日まで 

私は、平成４年１月から 18 年１月までＡ社に勤務していたが、「ねん

きん定期便」を見て、申立期間については、標準報酬月額が実際に受け

取っていた給与額や保険料控除額に見合う額よりも低くなっていること

が分かった。 

私が保管している申立期間の一部に係る給料支払明細書により、申立

期間当時の給与額や保険料控除額が確認できるので、申立期間における

標準報酬月額を実際に受け取っていた給与額又は保険料控除額に見合う

標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額に基づく

標準報酬月額又は申立人の報酬月額に基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂

正の適否を判断することとなる。 



                      

  

また、ⅰ）Ａ社から提出された申立期間に係る内容の異なる複数の賃金

台帳のうち、Ａ社が実際の給与支払内容を記載していたとする台帳（以下

「実際の賃金台帳」という。）における申立人の申立期間に係る給与支給額

（所得税の課税対象額。通勤手当を除く。）及び社会保険料控除額の年間の

合計額が、申立人の所得税の源泉徴収に関する資料（申立人の平成 12 年か

ら 18 年までの各年に係る給与支払報告書（個人別明細書））における「支

払金額」及び「社会保険料等の金額」と一致していること、ⅱ）Ａ社から

提出された全従業員の各月ごとの賃金を整理した賃金台帳によると、各月

の全従業員分の給与支給額（通勤手当を除く。）及び社会保険料控除額の合

計額は、総勘定元帳（勘定科目は給料手当及び法定福利費）に記載されて

いる各月のそれぞれの額と一致しているところ、当該賃金台帳により確認

できる申立人の申立期間に係る各月の給与支給額及び社会保険料控除額が、

前述の実際の賃金台帳により確認できるそれぞれの額と一致していること

から、実際の賃金台帳は、申立人の申立期間に係る実際の給与支払内容が

記載されたものと推認される。 

したがって、申立期間のうち、平成 12 年７月及び 15 年４月から同年７

月までの期間に係る標準報酬月額については、Ａ社から提出された実際の

賃金台帳により確認できる報酬月額及び保険料控除額から、12 年７月は 26

万円、15 年４月から同年７月までの期間は 22 万円とすることが必要であ

る。 

なお、当該期間において、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ａ社から提出された申立人の平成 12 年７月

に行われた標準報酬月額の随時改定に係る健康保険厚生年金保険被保険者

標準報酬改定通知書及び 14 年 10 月に行われた標準報酬月額の定時決定に

係る健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書により、Ａ社は、

申立人の 12 年４月から同年６月までの期間の各月の報酬月額を 18 万円、

14 年５月から同年７月までの期間の各月の報酬月額を 18 万 600 円として

届出を行っていることが確認できるところ、Ａ社は、実際の賃金台帳によ

り確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う報酬月額を届けておらず、

申立人の当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付していないことを認めていることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る標準報酬月額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 12 年８月から 15 年３月までの期間及び同

年８月から 18 年１月までの期間の標準報酬月額については、申立人から提

出された申立期間の一部に係る給料支払明細書の厚生年金保険料控除額の

欄には、オンライン記録の標準報酬月額に見合う保険料よりも高い額が記

載されているものの、Ａ社から提出された当該期間に係る実際の賃金台帳



                      

  

に記載されている厚生年金保険料の控除額は、オンライン記録の標準報酬

月額に基づく保険料と一致又は低くなっていることが確認できるところ、

Ａ社の経理担当者は、「当時、経営上の問題で、申立人を含む全従業員の標

準報酬月額を下げる手続を行い、当該月額に基づき保険料を控除していた

が、事情により実際の支給内容とは異なる給料支払明細書を交付してい

た。」としている上、オンライン記録を見ても、申立人の標準報酬月額につ

いて不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、平成 12 年８月から 15

年３月までの期間及び同年８月から 18 年１月までの期間については、申立

人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月

額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 50 万円に訂

正することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：     

 生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年 11 月１日から６年７月 31 日まで 

私は、亡夫が社長をしていたＡ社（現在は、Ｂ社）において、役員と

して継続して勤務している。 

今回、社会保険事務所（当時）の訪問調査により、私の標準報酬月額

が、事業所が全喪した後の平成６年８月２日付けで、５年 11 月にさかの

ぼって 50 万円から９万 2,000 円に引き下げられていることが分かった。 

会社の経営等は、亡夫がすべて行っており、社会保険業務に関しても

私は関与しておらず、申立期間における標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正さ

れたことは承知していないので、申立期間の標準報酬月額を訂正前の標

準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、Ａ社における申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、当該事業所が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった日（平成６年７月 31 日）の直後の平成６

年８月２日付けで、５年 11 月１日にさかのぼって９万 2,000 円に引き下げ

られていることが確認できる。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、その夫

と共に当該事業所の代表取締役に就任していたことが確認できる。 

しかし、申立人は、「私は代表取締役ではあったが、実際の事業運営は夫

が行っており、自分の仕事は、客の接待や電話対応等の一般事務であり、

経理、社会保険事務及び標準報酬月額の減額処理には全く関与していな



                      

  

い。」としているところ、申立人と同様に標準報酬月額がさかのぼって引き

下げられている申立期間当時の取締役（申立人の長男で、現在の代表取締

役）は、「私は、標準報酬月額の引き下げについては、全く聞いていない。

母親は、代表取締役とはいえ、事務所の受付みたいなことをしており、会

計は妹が行っていたので、実際の経営については何も知らなかったと思

う。」としている上、申立期間当時の経理及び社会保険事務の担当者（申立

人の長女で、現在の取締役）も、「母親は、不動産の書類整理等をしていた。

当時の会社の代表者印は父親が管理しており、私が社会保険の届出を行う

場合は父親に代表者印を借りていた。」としている。 

また、Ａ社において、申立期間以前に経理及び社会保険事務を担当して

いた従業員も、「代表取締役であった申立人の夫は、ワンマンなところがあ

り、申立人も代表取締役ではあったが、仕事の内容は、電話応対、来客の

接待及び簡単な書類整理等の事務補助であり、会社の経営や給与関係等に

ついては、何も分からなかったと思う。会社の代表者印も申立人の夫が保

管していたので、私も代表者印が必要なときは申立人の夫から借りてい

た。」としていることを踏まえると、申立人は代表取締役ではあったものの、

実際の事業運営を行っていたのは、もう一人の代表取締役であった申立人

の夫であり、当該夫がＡ社の業務執行に責任を負っていたと認められ、社

会保険事務についても権限を有していたと考えるのが自然であり、申立人

は、当該標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正について、決定し得る立場であった又は

事前に同意していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような記

録訂正処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、標準報酬月額に

係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、事業主が当初届け出た 50 万円に訂正することが妥当である。 

 

 



  

長崎国民年金 事案 692 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14 年４月から 16 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 54 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 14 年４月から 16 年２月まで 

私が、平成 13 年６月に会社を退職した後、私の夫が、私の国民年金

加入手続をしてくれた。夫は、同年＊月に亡くなったが、その後の手続

等は私の父親がしてくれたはずである。その後、社会保険事務所（当

時）から未納になっている国民年金保険料を納付するよう指導があり、

未納になっていた国民年金保険料をすべてまとめて納付したので、未納

期間があることに納得がいかない。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

専任徴収員の報告書及びオンライン記録の納付督励事蹟
じ せ き

によれば、申立

人に対して、平成 15 年 12 月６日、17 年７月６日、同年７月 29 日、18 年

３月 31 日に社会保険事務所から納付督励が行われていたことが確認でき

ることから、納付督励時点において、国民年金保険料の未納があったと推

認される。 

また、申立人は、「申立期間の国民年金保険料は、社会保険事務所の督

励により、すべて納付したはずである。」と主張しているが、オンライン

記録によれば、申立人の平成 16 年３月から 17 年３月までの国民年金保険

料及び申立人の母親の 16 年３月から 18 年３月までの国民年金保険料が、

18 年４月６日に納付されていることが確認できるところ、申立人の母親

は、「娘と一緒に、郵便局で国民年金保険料をまとめて納めたことは覚え

ている。」としており、申立人の母親が保管している領収書における納付

期間とオンライン記録も一致している上、納付日時点において、申立期間



  

は、時効により保険料を納付できなかったと考えられることから、申立人

は、当該納付期間（平成 16 年３月から 17 年３月まで）を申立期間も含め

た納付と誤認している可能性がうかがえる。 

さらに、申立人の夫が死亡した後の手続等をしたとする申立人の父親は、

「娘の国民健康保険料は私が納付していたが、娘の国民年金保険料は納付

していない。」としている。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す 

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る国民年 

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判 

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め 

ることはできない。 

 



  

長崎国民年金 事案 693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年 10 月から 59 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 10 月から 59 年３月まで 

私は、昭和 58 年 10 月に勤めていた会社を辞め、すぐに社会保険事務

所（当時）へ行き、国民年金の加入手続をした。後日、納付書が自宅に

送付され、国民年金保険料を納付した。同年 10 月から納付したのは間

違いないので、申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

なお、昭和 58 年 10 月分は、厚生年金保険被保険者期間と重複してい

るので還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を昭和 58 年 10 月に行ったと主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は、59 年５月 31 日以降に払い出さ

れたものと推認され、その時点においては、申立期間の国民年金保険料は、

過年度納付が可能であるものの、申立人には、申立期間の国民年金保険料

をさかのぼってまとめて納付した記憶は無く、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付したとして

いるが、オンライン記録から、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号

は連番で払い出されていることが確認でき、申立期間に係る申立人の夫の

国民年金保険料も申立人と同様に未納と記録されている上、申立人は、申

立期間の国民年金保険料の金額、納付方法及び納付場所について覚えてお

らず、国民年金保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る国民年



  

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

長崎国民年金 事案 694 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59 年 10 月から 61 年３月まで 

 私は、昭和 51 年５月に国民年金の加入手続を行って以来、61 年４月

から平成 13 年７月まで、夫の被扶養配偶者として、国民年金第３号被

保険者となったほかは、60 歳に到達するまで、国民年金保険料を納付

し続けてきた。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録によれば、昭和 59 年 10 月から

61 年３月までは国民年金に未加入となっていることが分かった。私は、

59 年 10 月に国民年金の被保険者資格の喪失手続を行ったことは無く、

保険料も一貫して納付し続けてきたはずである。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 59 年 10 月に国民年金の被保険者資格の喪失手続を行

ったことは無い。」と主張しているが、申立人が平成 20 年３月５日に社

会保険事務所（当時）に提出した申立人の年金手帳の写しを見ると、国民

年金の「被保険者でなくなった日」欄には「昭和 59 年 10 月 27 日」の記

載があり、次に「被保険者となった日」欄に「61 年４月１日」、「種

別」の欄に「３号Ａ」の記載がある上、Ａ市の国民年金被保険者カードの

「資格喪失日」欄には「59.10.27」、「資格取得」の欄には「61.4.1」、

「新規・再取得の別」及び「種別」の欄には「再、強」の記載があること

から、申立人は昭和 59 年 10 月 27 日に国民年金被保険者資格の喪失手続

をし、61 年４月１日に国民年金第３号被保険者の資格を再取得したこと

が確認できる。 



  

また、Ａ市の国民年金被保険者カードの検認記録欄には、59 年 10 月か

ら 61 年３月まで「喪失」と記載され、納付された記録は無く、その記録

はオンライン記録と一致している上、申立期間当時、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されている形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

   生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 22 年２月１日から 26 年２月まで 

             ② 昭和 26 年２月から 27 年２月１日まで 

私は、申立期間①において、Ａ町（現在は、Ｂ市）のＣ社又はＣ社の

事業主が所有するＤ丸又はＥ丸若しくはＦ丸に、申立期間②において、

Ｇ町（現在は、Ｈ町）のＩ社又はＪ社が所有するＫ丸に乗船していた。 

申立期間において、それぞれの船舶に乗っていたことは間違いないの

で、申立期間を船員保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間①における船舶所有者であったとするＣ社及びＣ社

の事業主、並びに申立期間②における船舶所有者であったとするＩ社及び

Ｊ社については、船舶所有者記号払出簿（船舶所有者名簿）及びオンライ

ン記録において、船員保険を適用されていたことが確認できない。 

また、年金事務所は、申立人が、申立期間において乗っていたとする船

舶（申立期間①はＤ丸、Ｅ丸及びＦ丸、申立期間②はＫ丸）のうち、申立

期間①のＥ丸及び申立期間②のＫ丸については、申立人が記憶している船

舶所有者とは別の船舶所有者（Ｅ丸は１人及びＫ丸は３人の船舶所有者）

が所有していたことが確認できるとしているものの、それぞれの船舶所有

者に係る船員保険被保険者名簿を見ても、申立期間及びその前後の期間に

おいて、申立人の氏名は確認できない。 

さらに、申立人が記憶している船舶所有者と類似した名称の者又は船舶

と類似した名称の船舶を所有している者に係る被保険者名簿を見ても、申

立期間及びその前後の期間において、申立人の氏名は確認できない上、オ

ンライン記録上、申立人が申立期間①当時の同僚として記憶している二人



                      

  

については、申立期間①における船員保険被保険者記録が確認できず、申

立人は、申立期間②当時の同僚を記憶していない。 

加えて、申立人に係る船員保険被保険者台帳（いわゆる「旧台帳」）を

見ても、申立期間に係る船員保険被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の船員保険料が給与

から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として申立期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月１日から 61 年４月１日まで 

 私は、昭和 58 年４月から 61 年３月までＡ社のＢ営業所に非常勤の

社員として勤務していた。「ねんきん定期便」で確認したところ、58

年４月から 59 年３月までの期間については、厚生年金保険被保険者記

録が確認できたものの、申立期間に係る被保険者記録が確認できなか

った。３年間、勤務内容は同じであったのに、申立期間における被保

険者記録が確認できないことに納得できないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び当該事業所から提出された申立人の人事記録の写しによ

り、申立人は、申立期間において、Ｂ営業所に非常勤の社員として勤務し

ていたことが確認できる。 

しかし、Ａ社が、申立人と同じ非常勤の社員として当該事業所に勤務し

ていたとする７人については、オンライン記録上、いずれも申立人と同じ

昭和 59 年４月 1 日に当該事業所に係る厚生年金保険被保険者資格を喪失

していることが確認できる上、そのうちの１人は、「私は、昭和 57 年か

ら３年間、Ａ社のＣ営業所に勤務していたが、３年目になって、『今年か

ら厚生年金保険には加入できず、保険料も控除されない。』と聞いた覚え

がある。」としているほか、当該事業所において、昭和 59 年度に被保険

者資格を取得した者のうち、当該事業所又は本人から勤務形態に関する事

情が聴取できた 11 人は、いずれも非常勤の社員ではなかったものと推認

されることから、経緯は不明であるが、当該事業所は、非常勤の社員につ

いては、59 年４月１日からは厚生年金保険に加入させない取扱いとした



                      

  

可能性がある。 

また、申立人が、同じＢ営業所に勤務し、勤務時間が同じであったとす

る同僚については、昭和 59 年４月 1 日以降もＡ社に係る厚生年金保険被

保険者記録が確認できるものの、この者について、当該事業所は、「昭和

58 年度は非常勤であったが、59 年度以降は常勤となっている。」として

いる上、当該事業所は、「当時の資料は保管しておらず、申立てどおりの

届出、保険料納付及び保険料控除を行ったかどうかは不明である。｣とし

ているほか、当該事業所に係る被保険者記録が確認できる複数の者に事情

を聴取しても、申立期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除の事実をう

かがわせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。             

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月１日から 43 年９月１日まで 

｢厚生年金加入記録のお知らせ｣によると、私のＡ社に係る厚生年金保

険の被保険者記録のうち、申立期間の標準報酬月額が、前年より低くな

っていることが分かった。 

当時、病気等により長期間欠勤することは無く、毎年４月には定期昇

給しており、標準報酬月額が下がることは考えられないので、申立期間

の標準報酬月額を実際に受け取っていた給与額に見合う額に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン

記録によると、昭和 41 年 10 月１日時点では４万 2,000 円であった申立

人の標準報酬月額が、42 年９月１日に４万 8,000 円に、同年 10 月１日

に３万 3,000 円に改定されていることが確認できるところ、オンライン

記録上、当該事業所において、申立人と同日（昭和 39 年４月１日）に資

格取得した 53 人（申立人及び申立期間より前に資格喪失した６人を除

く。）の標準報酬月額の推移を確認したところ、52 人が同年 10 月に減

額して改定されていることが確認でき、このうちの 32 人が、申立人と同

様に、42 年９月に増額して改定された後、同年 10 月に減額して改定さ

れていることが確認できる。 

また、Ａ社は、「申立てどおりの届出、保険料納付及び保険料控除を行

ったかどうかについては不明である。」とする一方、当該事業所の人事部

の現在の担当者は、｢当時の資料が無いので確かなことは言えないが、賞



                      

  

与については、現在年２回支給されているところ、以前は年４回支給され

ていたというＯＢの話を聞いたことがあるので、昭和 42 年 10 月に多くの

従業員の標準報酬月額が減額して改定されているのであれば、この時期に

賞与の支給回数が切り替わったのではないか。｣としており、昭和 42 年

10 月以前は標準報酬月額の算定対象であった賞与が、支給回数の減少に

より算定対象とはならなくなったため、同年 10 月に標準報酬月額が減額

して改定された可能性がある。 

さらに、申立期間において、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が確

認できる複数の者に事情を聴取しても、申立人の申立期間に係る報酬月額

及び保険料控除額についての回答が得られなかった。 

加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見て

も、申立人の標準報酬月額について、不自然な記録訂正が行われた形跡は

見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人がその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 30 年 12 月２日から 34 年４月１日まで 

夫は、昭和 30 年 12 月ごろ、Ａ社に役員として入社し、34 年３月ご

ろまで勤務していたが、申立期間における厚生年金保険被保険者記録が

無いことが分かった。 

勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間と認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の閉鎖登記簿によると、申立人は、申立期間の一部を含む昭和 32

年９月 26 日から 34 年９月 26 日までの期間、Ａ社の役員に就任（当該期

間以降においても役員就任期間がある。）していたことが確認できる上、

当時の同僚の回答により、少なくとも申立期間の一部において、申立人が

Ａ社に在籍していたことが確認できる。 

しかし、申立期間において、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が確

認できる複数の者（前述の同僚を含む。）に聴取しても、申立人がＡ社に

勤務していた期間及び店舗を特定することができない上、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿によると、Ａ社の閉鎖登記簿により、申立

人と同日に新たにＡ社の役員に就任したことが確認できる９人（申立人を

含む。）全員について、Ａ社に係る被保険者記録が確認できないことから、

事情は不明であるが、申立期間当時、Ａ社は、新たに役員に就任した者を

厚生年金保険に加入させていなかった可能性がうかがわれる。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当



                      

  

時の事業主は死亡しており、申立期間当時、Ａ社の経理担当であったとす

る者は、「申立人は最初から役員待遇であったが、厚生年金保険の加入に

ついては分からない。」としているほか、Ａ社に係る被保険者記録が確認

できる複数の者に事情を聴取しても、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の控除の事実をうかがわせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46 年６月 21 日から 47 年６月 30 日まで 

私は、昭和 45 年 12 月１日から 47 年６月 30 日まで、Ａ社で現場責任

者として勤務していたが、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が確

認できないことに納得できない。 

申立期間において、Ａ社に正社員として在籍していたことを、当時の

部下が証明しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における雇用保険の加入記録（被保険者資格取得年月日は

昭和 45 年 12 月 16 日、離職年月日は 46 年７月 15 日）及び申立期間にお

いて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる者の回答により、

申立人は、申立期間の一部において、Ａ社に勤務していたことが確認でき

る。 

しかし、オンライン記録上、申立人が、申立期間当時、Ａ社で申立人の

部下であったとする者のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は確認でき

ない上、当該部下は、申立期間の一部において、別の事業所に係る被保険

者記録が確認できることから、申立期間のすべてにおいて、申立人がＡ社

に在籍していたとまでは推認できないほか、申立人は、当時の同僚３人

（前述の申立人の部下であったとする者を除く。）を覚えているものの、

申立期間及びその前後の期間におけるＡ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票及びオンライン記録を確認しても、当該同僚３人のＡ社に係る

被保険者記録は確認できない。 

また、申立人は、「当時の従業員数は、多いときで 12、13 人程度であ



                      

  

った。」としているところ、Ａ社に係る被保険者原票によると、昭和 46

年５月末日時点におけるＡ社の被保険者数は９人であったものの、同年６

月に事業主ほか２人の計３人を除く６人（申立人を含む。）がＡ社に係る

被保険者資格を喪失していることから、経緯は不明であるが、Ａ社は、何

らかの事情により、同年６月に一部の従業員の被保険者資格を喪失させた

可能性がある。 

さらに、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

当時の事業主は死亡しており、事業主の妻（申立期間後の事業主）からも

回答が得られず、Ａ社に係る被保険者記録が確認できる複数の者に事情を

聴取しても、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除の事実をうか

がわせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 48 年 11 月 29 日から 49 年 12 月 29 日まで 

私は、昭和 48 年 11 月から 49 年 12 月までＡ社が所有するＢ丸に乗船

し、Ｃ海域などで漁の指導をしていた。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録上、申立期間に係る船員保険の加

入記録が無いことに納得できないので、申立期間を船員保険被保険者期

間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された、Ａ社が申立人に交付した昭和 50 年１月９日付

けの通知文書及び同僚の回答により、申立人は、申立期間において、Ｂ丸

に乗船していたものと推認される。 

しかし、Ａ社の事業を継承しているＤ社の事業主は、「申立人が乗船し

ていたとするＢ丸は、Ａ社の親会社であるＥ社が便宜置籍船としてＦ国船

籍で運航させていた船であり、申立期間は、制度上、当該船舶に乗ってい

た船員を船員保険に加入させていなかったと思う。」としているところ、

「外国法人等に派遣される日本人船員に対する船員保険法の適用につい

て」（昭和 51 年４月１日庁保険発第７号）により、日本の船舶所有者に

使用されている日本人船員で、外国法人等に派遣された者が、船員保険の

被保険者となれたのは、昭和 51 年４月以降であることが確認できる。 

また、申立期間において、申立人と一緒にＢ丸に乗船していたとする同

僚は、「私は、昭和 48 年後半から１年ぐらいＦ国船籍のＢ丸に乗ってい

たが、当該船舶に乗っていた期間は、船員保険には加入していなかったの

で、国民健康保険に加入していた。」としている。 

さらに、Ｄ社の事業主は、「申立人の申立期間に係る船員保険料は控除



                      

  

していないと思う。」としている上、前述の同僚も、「船員保険料は控除

されていなかった。」としているほか、船舶所有者がＡ社の元事業主と推

認される者に係る船員保険被保険者記録が確認できる複数の者に事情を聴

取しても、申立人を覚えておらず、申立人の申立期間に係る船員保険料の

控除の事実をうかがわせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の船員保険料が給与

から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として申立期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 712（事案 552 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月 31 日から 44 年５月８日まで 

私は、申立期間において、Ａ社のＢ丸に乗船していたが、船員保険の

加入記録が確認できないことから、申立期間に係る年金記録確認の申立

てをしたところ、平成 22 年４月に年金記録の訂正は必要でないとする

通知をもらった。 

しかし、私が所持している船員手帳には、申立期間に係る雇止日が昭

和 44 年５月７日と記載されており、官庁公認印欄にはＣ町（現在は、

Ｄ市）長印が押されているのに、申立期間が船員保険被保険者期間と認

められなかったことに納得できない。 

新たに見付かった申立期間当時の家計簿により、申立期間に給与が支

給されていたことが確認できるし、申立期間直前の昭和 43 年 12 月＊日

に寄港地で撮った写真もあるので、改めて調査した上で、申立期間を船

員保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人から提出された船員手帳の写

しによると、Ｂ丸における雇止年月日は、昭和 44 年５月７日と記載され

ているが、Ａ社の元代表取締役及び元役員並びに複数の同僚の回答により、

申立人が、申立期間において、Ａ社に勤務していなかった可能性を否定で

きない上、当該元代表取締役及び元役員は、いずれも「Ｂ丸が昭和 43 年

12 月の航海を終了した後に、申立人を含むＢ丸に乗船していたほとんど

の船員を雇止めとしたため、その後は申立人を雇用しておらず、給与を支

払っていないので、船員保険料も控除していない。」としているほか、Ｂ

丸に係る船員保険被保険者記録が確認できる複数の者に事情を聴取しても、



                      

  

申立人の申立期間に係る船員保険料の控除の事実をうかがわせる回答を得

ることができなかったことなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成

22 年４月 28 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回、申立人は、新たに申立期間当時の家計簿により、申立期間当時、

Ａ社から給与が支給されていたことが確認できるので、申立期間を船員保

険被保険者期間と認めてほしいと申し立てているが、申立人から提出され

た昭和 43 年及び 44 年の家計簿を検証しても、申立期間において、「給

料」及び「Ａ社」との記載は散見されるものの、当該記載内容からは、給

与から船員保険料が控除されていたことは確認できない。 

また、申立人から提出された写真の裏面には「Ｓ43．12．＊」及び寄港

地の名称が記載されているものの、Ａ社に係る船員保険被保険者記録が確

認できる者のうち、新たに事情を聴取できた者で、前述の元代表取締役が、

申立期間当時、Ｂ丸の保安要員であったとする者は、「申立人と一緒に写

っているのは私であるが、この写真を撮った時期はよく覚えていない。Ｂ

丸は、昭和 43 年 12 月ごろにＤ市に帰港した後、債権者に差し押さえられ

たと思う。Ｂ丸が差し押さえられた後は、当該船舶には債権者以外の者は

近づくことができず、倒産した会社からは、給与は支払われていなかった

と思う。」と回答している。 

したがって、今回、申立人から新たに提出された家計簿等を調査したが、

これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その

他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、船員保険被保険者として船員保険料を、

申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年９月から同年 11 月まで 

             ② 昭和 51 年 10 月から 52 年４月まで 

私は、申立期間①において、Ａ社が所有するＢ丸に、申立期間②にお

いて、Ｃ社Ｄ支社に勤務していたが、当該期間に係る船員保険及び厚生

年金保険の記録が無い。 

それぞれの期間において、船員保険料又は厚生年金保険料を給与から

控除されていたと思うので、申立期間①を船員保険被保険者期間、申立

期間②を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、商業登記簿謄本によると、申立人が勤務して

いたとするＡ社は、申立期間①当時設立されておらず、Ａ社と名称が類似

するＥ社の事業を引き継いだＦ社は、Ｅ社がＢ丸を所有していたことを認

めていることから、申立人が勤務していたとする事業所は、Ｅ社であった

と考えられる。 

しかし、申立期間①及びその前後の期間において、Ｅ社に係る船員保険

被保険者記録が確認できる複数の者（申立期間①の一部においてＢ丸に乗

船していたとする者を含む。）に聴取しても申立人を覚えていない上、申

立人が覚えている当時の船長と同じ姓の者については、Ｅ社に係る被保険

者記録が確認できるものの、既に死亡しており事情を聴取することができ

ず、申立人が、申立期間①において、Ｅ社に勤務していたことを特定する

ことができなかった。 

また、Ｆ社は、「当時の資料が無く、申立人が在籍していたことを確認



                      

  

できず、申立てどおりの届出、保険料納付及び保険料控除を行ったかどう

かは不明である。」としている上、申立人が、当時、申立人の給与を受け

取っていたかもしれないとしている申立人の母親は、既に死亡しており事

情を聴取することができないほか、申立期間①及びその前後の期間におい

て、Ｅ社に係る船員保険被保険者記録が確認できる複数の者に聴取しても、

申立人の申立期間①に係る船員保険料の控除の事実をうかがわせる回答を

得ることはできなかった。 

さらに、申立期間①及びその前後の期間について、Ｅ社に係る船員保険

被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立

人の氏名は確認できなかった。 

申立期間②については、申立人から提出された名刺に記載されているＣ

社本社の所在地は、商業登記簿謄本により確認できる申立期間②当時の所

在地と一致している上、申立人が姓のみを覚えている同僚 11 人のうちの

５人について、当該５人と同じ姓の者のＣ社本社に係る厚生年金保険被保

険者記録が確認できることなどから、期間は特定できないものの、申立人

がＣ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が勤務していたとするＣ社Ｄ支社は、オンライン記録上、

厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない上、前述のとおり、

申立人が覚えている同僚 11 人のうちの５人と同じ姓の者のＣ社本社に係

る厚生年金保険被保険者記録が確認できることから、申立期間②当時、Ｃ

社は、本社において、従業員を一括して厚生年金保険に加入させていた可

能性があるが、残り６人について、当該６人と同じ姓の者のＣ社本社に係

る被保険者記録は確認できない。 

また、申立人は、当該６人は申立人と同じ営業担当であった旨述べてい

るところ、Ｃ社本社に係る厚生年金保険被保険者資格を昭和 51 年９月 21

日に取得している者は、「私は、昭和 51 年６月にＧ支社に入社したが、

試用期間が３か月間あった。」としていることから、Ｃ社は申立期間②当

時、必ずしもすべての従業員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させてい

たわけではなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、Ｃ社は、「当時の資料は保管しておらず、申立人の在籍は確認

できない。申立てどおりの届出、保険料控除及び保険料納付を行ったかど

うかについては不明である。」としている上、申立期間②及びその前後の

期間において、Ｃ社本社に係る被保険者記録が確認できる複数の者に聴取

しても、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかが

わせる回答を得ることはできなかった。 

加えて、申立人のＣ社に係る雇用保険の加入記録は確認できない上、申

立期間②及びその前後の期間について、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票を確認しても、申立人の氏名は確認できなかった。 



                      

  

このほか、申立期間①及び②において、事業主により申立人の船員保険

料又は厚生年金保険料が給与から控除されていた事実をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として申立期

間①に係る船員保険料を、厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年 10 月１日から 26 年３月１日まで 

           ② 昭和 27 年４月から 28 年６月 21 日まで 

私は、昭和 25 年 10 月から 26 年６月まではＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

営業所に、27 年４月から 30 年８月まではＤ社に勤務していたが、社会

保険庁（当時）の記録上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が

無いことが分かった。 

申立期間において、それぞれの事業所に勤務していたことは間違いな

いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、「昭和 26 年３月にＡ社Ｃ営業所を

辞めたときに失業保険金を受給したことを覚えているので、25 年 10 月か

ら勤務していたはずである。」と主張しているが、申立期間①及びその前

後の期間において、Ａ社Ｃ営業所に係る厚生年金保険被保険者記録が確認

できる者で事情を聴取できた者のうちの一人が、申立人を覚えているもの

の、その者も申立人が入社した時期までは覚えていない上、雇用保険の加

入記録等も確認できないことから、申立人が当該事業所に勤務していた時

期を特定できない。 

また、申立人は、「父親は、昭和 22 年ごろからＡ社Ｃ営業所に勤務し

ていた。父親の紹介で 23 年ごろに入社した同僚は、26 年ごろに退社した

と思う。」としているところ、オンライン記録上、申立人の父親は、Ａ社

Ｃ営業所に係る厚生年金保険被保険者資格を２回取得していることが確認

できるが、最初の被保険者資格を申立人と同じ昭和 26 年３月１日に取得

していることが確認できる上、当該同僚については、当該事業所に係る被



                      

  

保険者記録が確認できないことから、当該事業所は、申立期間①当時、必

ずしもすべての従業員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけ

ではなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、Ｂ社は、｢当時の書類は保管しておらず、申立てどおりの届出、

保険料納付及び保険料控除を行ったかどうかは不明である。｣としている

上、申立期間①及びその前後の期間において、Ａ社Ｃ営業所に係る被保険

者記録が確認できる複数の者に事情を聴取しても、申立人の申立期間①に

係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる回答を得ることはできな

かった。 

申立期間②については、申立人が覚えているＤ社における同僚のうちの

事情を聴取できた二人が、申立人を覚えているものの、当該同僚二人は、

いずれも申立人が入社した時期までは覚えていないことから、申立人が当

該事業所に勤務していた時期を特定できない。 

また、申立人は、「昭和 27 年４月にＡ社Ｃ営業所で同僚であった者と

一緒にＤ社に入社した。」と主張しているが、Ｄ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立人が当該事業所に

一緒に入社したとする者は、当該事業所に係る被保険者資格を申立人と同

じ昭和 28 年６月 21 日に取得していることが確認できる上、申立人が、自

身よりも一年早く当該事業所に入社していたとする同僚は、当該事業所に

係る被保険者資格を２回取得していることが確認できるが、最初の被保険

者資格を 27 年２月 21 日に取得していることが確認できる。 

さらに、申立人が自身よりも先にＤ社に入社していたとする同僚３人の

うち、２人は当該事業所に係る被保険者資格を申立人と同じ昭和 28 年６

月 21 日に取得していることが確認できる上、残りの１人は申立人が同資

格を取得してから４か月後の同年 10 月 21 日に同資格を取得していること

が確認できることから、Ｄ社は、必ずしもすべての従業員を入社後すぐに

厚生年金保険に加入させていたわけではなかった可能性がうかがわれる。 

加えて、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

当時の役員は死亡又は所在不明であり、申立期間②及びその前後の期間に

おいて、当該事業所に係る被保険者記録が確認できる複数の者に事情を聴

取しても、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除の事実をうか

がわせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。             

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年９月１日から同年 11 月１日まで 

         ② 昭和 32 年１月 17 日から 33 年８月 31 日まで 

私は、昭和 31 年９月から 33 年８月までの期間、Ａ社（現在は、Ｂ

社）Ｃ工場に期間工として勤務していたが、社会保険庁（当時）の記

録上、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、31 年 11 月１日から

32 年１月 17 日までの期間となっており、申立期間の記録が確認できな

い。 

Ａ社との雇用契約は６か月更新で、通算２年間勤務していたことは

間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が覚えている同僚４人は、いずれも姓のみであるため、これらの

者を特定できない上、申立期間及びその前後の期間において、Ａ社に係る

厚生年金保険被保険者記録が確認できる当該４人の姓と同姓の者を調査し

たが、１人以外はいずれも死亡又は所在不明等で事情を聴取できず、事情

を聴取できた１人も申立人を覚えていない。 

また、申立期間及びその前後の期間において、Ａ社に係る被保険者記録

が確認できる複数の者に事情を聴取しても、申立人を覚えている者はおら

ず、申立人が、申立期間において、Ａ社に勤務していたことを特定できな

い。 

さらに、申立期間及びその前後の期間において、Ａ社に係る被保険者記

録が確認できる複数の者は、「期間工は雇用契約終了後、いったん解雇さ

れたので、更新の上、継続して雇用されることは無かった。」としている



                      

  

上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（いわゆる「旧台帳」）に記載さ

れているＡ社に係る被保険者記録は、オンライン記録と一致している。 

加えて、Ｂ社は、「当社のＣ工場は既に閉鎖しており、当時の書類は保

管していないため、申立人の在籍期間については確認できず、申立てどお

りの届出、保険料納付及び保険料控除を行ったかどうかも不明である。」

としている上、Ａ社に係る被保険者記録が確認できる複数の者に事情を聴

取しても、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかが

わせる回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 719 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和35年５月から同年７月まで 

「ねんきん定期便」により、私がＡ社（現在は、Ｂ社）に役員として

勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、

その前後の期間の標準報酬月額と比較して著しく低額であることが分か

った。 

申立期間当時、役員報酬が下がったことは無く、役員報酬変更のため

の定時又は臨時の社員総会が開かれたことも無かった。 

申立期間の標準報酬月額を当時の報酬月額に見合う標準報酬月額に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の代表取締役は、「当時の会社の資料は水害で流出したので、当

時の申立人の給与額や厚生年金保険料の控除額を確認することができな

い。」としている上、申立期間当時、Ａ社が税務関係事務を委託していた

税理士事務所も、｢申立期間当時の書類は廃棄している。｣としているほか、

申立期間及びその前後の期間において、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者

記録が確認できる者のうちの事情を聴取できた９人は、いずれも申立期間

における申立人の給与額及び厚生年金保険料控除額を覚えておらず、この

うち、事務職であったとする３人も、「申立人の報酬については分からな

い。」としており、ほかに申立人の申立期間における報酬月額及び厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

また、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間において、

Ａ社の役員であったことが確認できるところ、Ｂ社の代表取締役は、



                      

  

「私の父親である申立人は、申立期間当時、経理や給与計算、社会保険

事務等を担当していた役員であった。」としている上、前述の９人は、

「申立人は役員であった。職務は、帳簿及び会計、経理、営業等の事務

全般を行っていた。」としていることから、申立人自らが社会保険の報

酬月額に係る各種届出及び厚生年金保険料の控除に関する事務を行って

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認で

きる申立期間における申立人の標準報酬月額は、オンライン記録と一致

している上、当該被保険者名簿を見ても、申立人の標準報酬月額につい

て、不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人がその主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

 


